






















⎝162　 z.B. H.D. Jarass, Art.25, in: ders und Pieroth, GG Kommentar, 12. Aufl., 2012, Rn.4a; O. 
Rojahn, Art.24, in: von Münch/Kunig (Hrsg.), Grundgesetz Kommentar Bd.1, 6. Aufl., 
2012, Rn.2ff.. Siehe auch R. Geiger, Grundgesetz und Völkerrecht mit Europarecht, 4. 


















⎝163　z.B. Jarass, ebd.; Tomuschat (Anm. 13), Rn.37. （註⎝161以前の註番号については，前号掲
載の本稿⑴を参照。以下，類例において同じ）
⎝164　z.B. Jarass, ebd..
⎝165　Bleckmann (Anm. 53), S.141; Vogel (Anm. 28), S.39［ただし，国際法の一般的諸原則に
限定］.
⎝166　ただし，開かれた憲法論や国際法親和性原則に関する議論を初期においてリードした，
Vogel や Bleckmann という二人の論者がここに含まれていることには注意しておく必
要がある。
⎝167　z.B. BVerfGE 6, 309 (363)［国際法の一般的諸原則について］; 111, 307 (317)［条約につ
いて］.
⎝168　z.B. Geiger (Anm. 162), S.152 u. 160f.; Payandeh (Anm. 10), S.484. ただし，とりわけ人権
条約についての文脈であるが，一般に法律と同位とされる条約について，国際法親和的
解釈の原則によって，実質的な条約の通常法律へ優位を構成していると指摘するものと
して，O. Rojahn, Art.59, in: von Münch/Kunig. (Hrsg.), Grundgesetz Kommentar Bd.1, 6. 
Aufl., 2012, Rn.45などがある。この論理を応用すれば，憲法規定の国際法親和的解釈を通
じて，実質的には憲法にも優位すると理解することも不可能ではなくなるだろう。Siehe 
M. Schweitzer, Staatsrecht III, 10. Aufl., 2010, Rn.710; Payandeh, ebd.. 
























て，例えば，Tomuschat (Anm. 13), Rn.44［税法分野を除いて基本的に後法優位原則が貫
徹されることはほとんどないとも言及する］がある。のちに述べるように，あくまで法
律が明示しない限りは，後法たる法律が前法たる条約（法律）を排除しないという形で





⎝174　Knop (Anm. 11), S.238で検討を踏まえて，国際法親和性原則の内容を再整理しており，
ここで並べた，①ないし④の内容は，従来の学説等で指摘されている項目を並べて，検
証対象としているに過ぎないと見るべきであろう。
⎝175　この点を明示する連邦憲法裁判所の先例として，BVerfGE 112, 1 (26); BVerfG, 2 BvL 























































































いう点について，Payandeh (Anm. 10), S.490（上述⒡の部分）を参照。
⎝185　Knop (Anm. 11), S.203.
⎝186　これを，国際法親和的解釈の一部と考えうることについては，前掲註⎝180及び⎝181と，対
応する本文を参照。
⎝187　Payandeh (Anm. 10), S.489f.. これに対して，書かれざる憲法上の原則としての国際法親
和性原則は，その内容の具体化が困難であり，そのような曖昧なものを持ち出すのでは
なく，体系的解釈の一環として抵触回避原則としての，国際法親和的解釈の原則を想定
すれば良いと主張する Proelß(A. Proelß, Bundesverfassungsgericht und überstaatliche 
Gerichtsbarkeit, 2014, S.46f.) は，Payandeh のように憲法上の原則である国際法親和性原
則により国際法親和的解釈を基礎付ける場合は，署名済条約に効力を認めることは，裁




⎝188　BVerfGE 72, 200 (264f. u. 271f.); BVerfG, NvWZ 2007, 1176 (1177).
⎝189　z.B. R. Streinz, Art.59, in: M. Sachs, Grundgesetz Kommentar, 6. Aufl., 2011, Rn.70; 
Butzer/Haas, Art.59, in: B. Schmidt-Bleibtreu, H. Hofmann u. A. Hopfauf, GG 


























⎝190　Knop (Anm. 11), S.218f..
⎝191　のちに述べるように，国際法親和的解釈と外国法の参照との距離は近い。
⎝192　 See, e.g., Vienna Convention on the Law of Treaties a Commentarry 219ff. (O. Dörr 


























⎝196　Knop (Anm. 11), S.204ff..
⎝197　Ebd., S.206.
⎝198　z.B. BVerwGE 47, 365 (378); H.D. Jarass, Art.59, in: ders und Pieroth, GG Kommentar, 
12. Aufl., 2012, Rn.19; Rojahn (Anm. 168), Rn.44; Streinz (Anm. 189), Rn.63; Butzer/Haas 
(Anm. 189), Rn.101. もっとも，Payanandeh (Anm. 10), S.487は，このように考えるのが素
直であるとはしつつも，必ずしもそう考えなければならないわけではないことを指摘す
るとともに，慣習国際法など基本法25条にいう「国際法の一般的諸原則」との間で矛盾・
抵触が生じうることに言及している。この点については，加えて，ders, Grenzen der 
Völkerrechtsfreundlichkeit, NJW 2016, S.1280 [Payandeh(Grenzen)]，さらに古くは，
Vogel (Anm. 85), S.162も参照。
⎝199　 z.B. Jarass, ebd.; Rojahn, ebd.; Streinz, ebd; Butzer/Haas, ebd., Rn.102; Tomuschat, 
(Anm. 13), Rn.44.



























⎝201　Knop (Anm. 11), S.207.
⎝202　BVerfGE 74, 358 (370). Siehe auch Payanandeh (Anm. 10), S.488.
⎝203　Knop (Anm. 11), S.207.
⎝204　Ebd., S.208. Siehe auch Payanandeh (Anm. 10), S.488.
⎝205　Knop (Anm. 11), S.209.






















⎝207　BFHE 236, 304. この決定についての批判的な検討として，M. Krumm, Legislativer 




判するものとして，Vogel (Anm. 85), S.165ff.［これは Vogel のミュンヘン大学退任講義を
収録したものであり，先出の処女講義（Vogel (Anm. 28)）と対応させたものとなってい
る］がある。
⎝211　BFHE 236, 304 (S.309f. Rn.18). この決定は，A. Rust u. E. Reimar, Treaty Override im 
deutschen Internationalen Steuerrecht, IStR 2005, S.843ff. を多く引用しており，法治国原
理と民主政原理の衡量としつつ，前者に重きをおく思考枠組（BFHE 236, 304 [S.310 




⎝212　BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1297 Rn.45f..























⎝214　BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1298 Rn.53ff..
⎝215　BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1298f. Rn.59.
⎝216　BVerfGE 6, 309 (362f.).
⎝217　BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1301 Rn.74.
⎝218　BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1302 Rn.88.
⎝219　 BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1305 Rn.2 vom Sondervotum König. 
政教協定判決における立法者の拘束の否定を傍論と見る可能性を指摘するものとして，
例えば，Tomuschat (Anm. 13), Rn.43がある。
⎝220　 BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1306 Rn.6 vom Sondervotum König. 
彼女は，ここで Vogel の最終講義（Vogel (Anm. 85), S.167）とともに，連邦税務裁判所
決定と同様に，Vogel の門下生の筆になる，Rust u. Reimar (Anm. 211), S.843ff. を多く引
用しており，法治国原理と民主政原理の衡量としつつ，前者に重きをおく思考枠組は，
とりわけ後者の基本構想（ebd., S.847ff.）を引き継ぐものである。



























































⎝225　BVerfGE 4, 157 (168). Siehe auch, Knop, ebd., S.210f..
⎝226　基本法59条２項にいう「連邦の政治的関係を規律する」条約のことである。これにつ
いては，さしあたり，拙稿・前掲註103-104頁参照。
⎝227　BVerfGE 4, 157 (169).
⎝228　Knop (Anm. 11), S.211. 
⎝229　BVerfGE 4, 157 (170).
⎝230　BVerfGE 74, 358 (370).

























⎝232　Knop (Anm. 11), S.213.
⎝233　上記１.２.３. 参照。
⎝234　BVerfGE 111, 307 (319).
⎝235　 Siehe z.B. R. Streinz, Das Grundgestz: Europarechtsfreundlichkeit und Europafestigkeit, 
ZfP 2009, S.484.
⎝236　BVerfGE 11, 307 (317ff.).
⎝237　BVerfGE 128, 326 (367f. u. 370).
⎝238　 Knop (Anm. 11), S.216f.. Siehe auch U. Fastenrath u. T. Groh, Art.59, in: K.H. Friauf 
u. W. Höpfling (Hrsg.), Berliner Kommentar zum Grundgesetz, Rn.108; A. Proelß, Der 
Grundsatz der völkerrechtsfreundlichen Auslegung im Lichte der Rechtsprechung des 
BverfG, in : H. Rensen u. S. Brink (Hrsg . ) , Linien der Rechtsprechung des 






















⎝239　この問題については，Proelß, ebd., S.560ff. も参照。
⎝240　Knop (Anm. 11), S.219.
⎝241　この問題については，後述するように手続的側面からも Knop は検討を加えている。
⎝242　Knop (Anm. 11), S.220.
⎝243　ここに関連する条文が，欧州人権条約の46条や，国連憲章94条及び国際司法裁判所規
程59条である。
⎝244　Knop (Anm. 11), S.221.
⎝245　この点を強調し，Görgülü 決定をミスリーディングであると批判的に指摘するものと
し て，例 え ば，Tomuschat (Anm. 13), Rn.32 が あ る。Siehe auch A. Proelß, Die 
verfassungsrechtliche Berücksichtigungspflicht im Lichte des respectfull consideration-
Erfordernisses des U.S. Supreme Court, in: T. Giegerich (Hrsg.), Der „offene 
Verfassungsstaat“ des Grundgesetzes nach 60 Jahren, 2010, S.188.
　　なお，これに対して，アメリカの合衆国最高裁判所の領事関係条約36条の領事通報権
の取り扱いが問題となった，Sanchez-Llamas 判決においては，法廷意見（Sanchez-Llamas 
v. Oregon, 548 U.S. 357, 354-355 (2006)）・反対意見（Sanchez-Llamas, 548 U.S. at 382 
[Breyer, J., dissenting]）の双方とも，国際司法裁判所規程59条を引いて，ICJ 判決の相対
効を強調している。ちなみに，Breyer 反対意見においては，領事関係条約36条の自動執
行性を判断するにあたり，2006年の部会決定による憲法異議の対象とされた，連邦通常


















　（Sanchez-Llamas, 548 U.S. at 377 [Breyer, J., dissenting]）が，2006年の部会決定におい
て，領事関係条約36条の直接適用可能性を基礎付けるに際して，Breyer 反対意見が引用
されており（BVerfG, 2 BvR 2115/01 vom 19. 9. 2006, NJW 2007, S.501 Rn.53 ［領事関係
条約による個人の権利の付与は認めつつ，証拠排除を求めるものではないと判示。Breyer
反対意見は，自動執行性を基礎付ける際に参照。］），独米の裁判所による「対話」が成立
している。Siehe auch Proelß, ebd., S.180.
⎝246　BVerfGE 111, 307 (329).
⎝247　BVerfGE 111, 307 (323f.). 以上のように，連邦憲法裁判所のいう考慮義務が憲法上の原
則である，国際法親和性原則に結びつけられているのに対して，米国の判例にいう，国
際判決の「尊重を伴う考慮 respectful consideration」については，憲法と直接結びつけ
られていないことを指摘するものとして，Proelß (Anm. 245), S.187も参照。Proelß は，
基本法と異なり，具体的な規範内容を伴う国際法親和性原則のようなものを基礎づけう
るだけの十分な規定が合衆国憲法に存在しないことに，この相違点の理由を求めている。
Siehe Proelß, ebd., S.191f..
⎝248　BVerfG, 2 BvR 2115/01 vom 19. 9. 2006, NJW 2007, S.501 Rn.54.
⎝249　Knop (Anm. 11), S.225ff.. 逆に，Payandeh (Anm. 10), S.493は，個別事件についての拘束
であれば，条約に規律されたそのままの義務であり，わざわざ国際法親和性原則を持ち
出す必要はないと指摘する。なお，Fastenrath u. Groh (Anm. 238), Rn.115は，BVerfG, 2 
BvR 2115/01 vom 19. 9. 2006, NJW 2007, S.502 Rn.62を引きつつ，考慮義務は，ドイツが
その判決自体に拘束される場合に限定されないが，ドイツにとって有効な国際義務に関
するものであることが必要になる点を指摘している。
























⎝251　Knop (Anm. 11), S.228f..






照）と捉えるべきである。Siehe C. Höpfner, Die systemkonforme Auslegung, 2008, 
S.179f..
⎝254　Knop (Anm. 11), S.231ff.. Siehe auch z.B. Wank (Anm. 48), S.59ff.. 体系適合的な解釈に
ついて詳しくは，Höpfner, ebd. を参照。
⎝255　Knop, ebd, S.232.


































⎝262　Payandeh (Anm. 10), S.485f..
⎝263　 Proelß (Anm. 238), S.558f.. ただし，Proelß は，国際法親和性原則を措定せず，体系的解




























⎝265　Knop (Anm. 11), S.238.























⎝269　BVerfGE 112, 1 (26) も立法者の是正義務を基本法の国際法親和性原則の三つの要素の
うちの一つとしてあげる。
⎝270　Knop, ebd., S.241. なお，政教協定判決において，基本法の国際法親和性によって，現
存する条約の維持をのちの立法者の当該条約への拘束を通じて保障するものではないと
指摘されていた。この点を強調するものとして，BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, 
NJW 2016, S.1301 Rn.74（Treaty-Override 決定）がある。ただし，同決定の König 裁判
官の反対意見は，この政教協定判決の定式はグローバル化の進んだ現代においてもはや
維持不可能であるとする。Siehe BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1305 









⎝273　BverfGE 111, 307 (319).
⎝274　この点，後法優位原則の例外に関連して先に触れた，Treaty-Override 決定の法廷意見
は，民主政原理を基礎に立法者の形成自由を強調し，事後の法律による条約の逸脱（treaty 
override）の違憲性を否定した。Siehe BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, 
S.1295ff.. 他方，この判決には，「法治国原理を加味した国際法親和性原則」を通じて treaty 


























304）は，法治国原理を強調し，当該 treaty override を違憲と解していた。連邦憲法裁
判所法廷意見の民主政原理による根拠づけに論理の飛躍があると批判するものとして，
Payandeh(Grenzen) (Anm. 198), S.1281がある。また，連邦財務裁判所決定の法治国原理
による基礎づけが従来の連邦憲法裁判所判決と齟齬を起こしていると批判するものとし
て，Krumm (Anm. 207), S.385がある。
⎝275　Knop (Anm. 11), S.242f..





























⎝280　z.B. BverfGE 111, 307 (328); 128, 326 (365).
⎝281　Knop (Anm. 11), S.254.
⎝282　BVerfGE 111, 307 (328f.).
⎝283　Knop (Anm. 11), S.255. ただし，専門裁判所による国際法解釈について，連邦憲法裁判
所が審査しうることについては，1981年の Eurocontrol I 決定（BVerfGE 58, 1 [34]）に
おいて示されていた。
⎝284　Proelß (Anm. 238), S.580f.. なお，Proelß は，このような考慮義務が発生するのは，判
決が明示する基本法１条２項，16条２項，23条ないし26条に関連する国際法に限定され






























付けられているということである。この点について，Payandeh (Anm. 10), S.495も参照。
⎝286　Knop (Anm. 11), S.246.
⎝287　Ebd.



























⎝290　Ebd., S.249. Payandeh (Anm. 10), S.494f. も，せいぜい再審事由となるにとどまり，国際
法親和性原則が国内裁判の判決等を無効にする効果を有するものではないことを指摘し






























































第二次保安拘禁判決（BVerfGE 128, 326 [370]）を参照。
⎝295　この点について，Proelß (Anm. 238), S.573も参照。
⎝296　連邦憲法裁判所の最近（2015年12月15日）の Treaty-Override 決定（BVerfG, 2 BvL 
1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1299f. Rn.66）もこの旨を明言する。Siehe auch z.B. 
Sommermann (Anm. 102), S. 391ff.; M. Hong, Caroline von Hannover und die Folgen – 
Meinungsfreiheit im Mehrebenensystem zwischen Konflikt und Khärenz, EuGRZ 2011, 
S.215.
⎝297　Knop (Anm. 11), S.142.
⎝298　ただし，憲法上の原則としての国際法親和性原則の根拠づけをする場面で，欧州人権
























⎝299　BVerfGE 111, 307 (329); 128, 326 (369f.).
⎝300　Knop (Anm. 11), S.139. 
⎝301　決定自体の用語法（völkerrechtskonforme(n) Auslegung を使用）に従っている。
⎝302　BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1301 Rn.76.






⎝304　 J. Griebel, Doppelstandards des Bundesverfassungsgrechts beim Schutz Europäischer 



























　は許されず，誠実に（bona fide）考慮する必要があるという］や Proelß (Anm. 238), S.572f.
［欧州人権裁判所の判決も当事者への拘束を超えた事実上のものである以上，規約人権
委員会の見解や，一般的意見も同様に参照されなければならないとする］を参照。
⎝306　BVerfG, 2 BvR 2115/01 vom 19. 9. 2006, NJW 2007, S.501f. Rn.58.
⎝307　BVerfG, 2 BvR 2115/01 vom 19. 9. 2006, NJW 2007, S.502f. Rn.63ff..
⎝308　この点について，Proelß (Anm. 238), S.571も参照。また，この事件では判決自体の効
力が問題にはなっていないものの，本文のような筆致は，欧州人権裁判所の判決が当事
者を超えた効力を持つようにも読める Görgülü 判決よりも慎重な検討を行っており，同
様の事件に関するアメリカの Sanchez-Llamas 判決の ICJ 判決の相対効を強調する立場
により近いという評価ができよう。以上の点については，前掲註⎝245及び対応する本文を
参照。
⎝309　vgl. Tomuschat (Anm. 13), Rn.30.
⎝310　BVerfG, 2 BvR 2115/01 vom 19. 9. 2006, NJW 2007, S.502 Rn.61f.. Siehe auch Proelß, 
ebd., S.575.































Art.16, in: ders und Pieroth, GG Kommentar, 12. Aufl., 2012, Rn.21を参照。
⎝314　BVerfGE 112, 1 (25).
⎝315　BVerfG, 2 BvR 2115/01 vom 19. 9. 2006, NJW 2007, S.501 Rn.56.
⎝316　Siehe auch Proelß (Anm. 238), S.574.
























Ruffert, Die Europäische Menschenrechtskonvention und innerstaatliches Recht, 
EuGRZ 2007, S.246f.. 基本法１条２項を介したものを含め，これまで提示されている様々
な選択肢をいずれも説得的でないとする，C. Grabenwarter u. K. Pabel, Europäische 
Menschenrechtskonvention, 5. Aufl., 2012, S.18ff. や，憲 法 の 国 際 法 適 合 的 解 釈
（Völkerrechtsknforme Auslegung）は，国際法の一般的諸原則と人権法を対象とする，
基本法の内容を拡張する方向に作用するものに限定されるとする，R. Bernhardt, 
Völkerrechtskonforme Auslegung der Verfassung? Verfassungskonforme Auslegung 
völkerrechtlicher Verträge?, in: H.-J. Cremer, T. Giegerich, D. Richter u. A. 
Zimmermann (Hrsg.), FS Steiberger, 2002, S.395ff. も参照。
⎝320　z.B. T. Giegerich, Kapitel 2: Wirkung und Rang der EMRK in den Rechtsordnungen 
der Mitgliedstaaten, in: R. Grote u. T. Marauhn (Hrsg.), EMRK/GG Konkordanzkommentar 
zum europäischen und deutschen Grundrechtsschutz, 2006, Rn.58ff..
⎝321　Siehe ebd., Rn.66. 























⎝323　Siehe z.B. Giegerich (Anm. 320), Rn.59.
⎝324　憲法上の原理の把握方法については，さしあたり，本稿１.４.２.１. 参照。
⎝325　 Siehe z.B. G. Ress, Verfassungsrechtliche Auswirkungen der Fortentwicklung 
völkerrechtlicher Verträge, in: W. Fürst, R. Herzog u. D.C. Umbach (Hrsg.), FS W. 
Zeidler Bd.2, S. 1785ff.. なお，基本法24条１項は，高権を国際機関に移譲するという点
で，基本法上の権限配分に変更を及ぼすものであるから，憲法改正の内容を伴うもので
あるが，形式的意味の通常法律によってこれをなすことができる。この点について，例
えば，H.D. Jarass, Art.24, in: ders und Pieroth, GG Kommentar, 12. Aufl., 2012, Rn.8を参
照。
⎝326　Siehe z.B. Rojahn (Anm. 162), Rn.35; BVerfGE 73, 339 (374f.); BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 
15. 12. 2015, NJW 2016, S.1296 Rn.34.
⎝327　Ress (Anm. 325), S. 1791f..



























⎝329　z.B. Wollenschläger, ebd.; R. Streinz, Art.24, in: M. Sachs, Grundgesetz Kommentar, 6. 
Aufl., 2011, Rn.30.




⎝331　Giegerich (Anm. 320), Rn.48. vgl. Knop (Anm. 11), S.151.
⎝332　Giegerich, ebd., Rn.15は，解釈によっても，欧州人権条約が優位を要求していないと解

























⎝333　ただし，Rojahn (Anm. 162), Rn.19のいうように，国際法上の国際機構のメルクマール
である国際法主体性は必要条件ではなく，国際法上の国際機構であることは，24条１項
の国際機関に該当することと同値ではない。
⎝334　BVerfGE 2, 347 (377); Streinz (Anm. 329), Rn.19; Jarass (Anm. 325), Rn.7.
⎝335　Jarass, ebd.; Streinz, ebd., Rn.20; Rojahn (Anm. 162), Rn.20; Knop (Anm. 11), S.144.
⎝336　Jarass, ebd., Rn.4; Streinz, ebd., Rn.12 u. 15; Rojahn, ebd., Rn.23.
⎝337　合意は拘束するという国際法の一般原則を通じた，条約の国際法の一般的諸原則化が，
Treaty-Override 決定で否定されたこと（BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 
2016, S.1297 Rn.47）については既に述べた。
⎝338　Bleckmann (Anm. 53), S.141f.


























⎝340　 Siehe z.B. M. Ruffert, Der Entscheidungsmaßstab im Normverfikationsverfahren nach 
Art.100 II GG, JZ 2001, S.636f.; Giegerich (Anm. 320), Rn.51.
⎝341　Siehe z.B. Payandeh(Grenzen) (Anm. 198), S.1281.
⎝342　 例えば，ドイツ語圏の国際法教科書の「定番」とも評される（酒井ほか・前掲註692
頁），W.G. Vitzthum (Hrsg.), Völkerrecht, 5. Aufl., 2010, S.135 Rn.153 (geschrieben von P. 
Kunig) は，国際法上の強行規範が憲法レベルとなることについても否定的見解を採用する。
⎝343　Siehe z.B. Ruffert (Anm. 319), S.247.































る点（BVerfGE 128, 326 [370]）については，先に述べた通りである。
⎝348　Siehe BVerfGE 111, 307 (329); 128, 326 (368f.).
⎝349　BVerfG, 2 BvR 2115/01 vom 19. 9. 2006, NJW 2007, S.501 Rn.56.
⎝350　上記１.５.３.１. 参照。
⎝351　条文自体に法治国的諸原則が保障されうる限りにおいてという制限がかかっており，
これは，刑事訴訟上の核心的な手続保障の確保を意味するという（z.B. J. Kokott, Art.16, 
in: M. Sachs, Grundgesetz Kommentar, 6. Aufl., 2011, Rn.53; A.v. Arnauld, Art.16, in: 
Münch/Kunig (Hrsg.), Grundgesetz Kommentar Bd. 1, 6. Aufl., 2012, Rn.41; H.D. Jarass, 


























































































⎝354　vgl. Schorkopf (Anm. 63), S.135f..
⎝355　BVerfGE 6, 309 (363).
⎝356　BVerfGE 75, 1 (17). 不可避で不可欠な憲法上の原則についてのみドイツ法の貫徹が許
容されるという書きぶりであるが，反対解釈すれば本文のような考え方が存在すること
になろう。
⎝357　BVerfGE 111, 307 (317).
⎝358　BVerfGE 111, 307 (318f.).


























⎝360　BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1298 Rn.53ff.. ただし，これも記述
の事項ながら，立法者の判断余地を広く認めることに懐疑的な König 裁判官の反対意見
が付されている。Siehe BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1305f. Rn.3 u. 
11 vom Sondervotum König.
⎝361　BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1300 Rn.67.
⎝362　BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1300 Rn.68.
⎝363　BVerfG, 2 BvL 1/12 vom 15. 12. 2015, NJW 2016, S.1300 Rn.71f..



























⎝365　Knop (Anm. 11), S.257. Siehe auch Payandeh (Anm. 10), S.496.






























⎝371　基本法79条３項で絶対的保障の対象とされるものである。Siehe, z.B. Sachs, Art.79, in: 
ders, Grundgesetz Kommentar, 6. Aufl., 2011, Rn.59ff.

































⎝376　BVerfGE 111, 307 (317)［基本権保障の確保についてマーストリヒト判決を引用］; 128, 
326 (371)［リスボン判決の「憲法アイデンティティ」（後述）を引用］; BVerfG, 2 BvL 1/12 
























⎝377　BVerfGE 37, 271 (285).
⎝378　 例えば，2009年のリスボン判決における基本権審査への言及（BVerfGE 123, 267 [334f.] ）
を参照。
⎝379　z.B. Tomuschat (Anm. 13), Rn.57.
⎝380　z.B. BVerfGE 58, 1 (30f.); 75, 223 (235, 242). さらに，拙稿「グローバル化時代の議会民
主 政（三）」法 学 論 叢 173 巻 ４ 号（2013 年）115-117 頁 で 触 れ た，条 約 の 継 続 発 展
（Fortentwicklung）に新たな条約法律を要するかという問題も，権限踰越の問題を別の
角度から見たものと整理できよう。
⎝381　BVerfGE 89, 155 (188).
⎝382　BVerfGE 126, 268 (303ff.). 後述するリスボン判決では，憲法アイデンティティ審査にお






















⎝383　BVerfGE 123, 267 (353f.). C. Schönberger, Identitäterä Verfassungsidentität zwischen 





⎝384　BVerfGE 89, 155 (187f., 190, 199).
⎝385　BVerfGE 89, 155 (187f., 192 u. 199).
⎝386　BVerfGE 123, 267 (343).
⎝387　BVerfGE 123, 267 (349). ここでは，マーストリヒト判決も引用する。
⎝388　なお，判決においては，EU 条約４条２項にも各国のアイデンティティへの配慮を謳う
規定が存在することが指摘されている。Siehe BVerfGE 123, 267 (354). ただし，



























⎝389　z.B. BVerfGE 135, 317 (401f. Rn.164)［欧州安定化メカニズム本案判決］
⎝390　H.-G. Dederer, Die Grenzen des Vorrangs des Unionsrechts, JZ 2014, S.313.
⎝391　Ebd., S.316. ここでは，夙に，Solange I 判決において，基本権保障が基本法の基本部分
であるとされたり，Solange II 判決においては，法治国原理の基礎などとするなどした
りして，放棄できない基本法の憲法構造に属する本質的部分（BVerfGE 37, 271 [280]; 73, 
339 [376]）や現行憲法のアイデンティティ（BVerfGE 37, 271 [279]; 73, 339 [375f.]）と呼
んでいたことが指摘されている。
⎝392　Siehe nochmal BVerfGE 123, 267 (354).
⎝393　Dederer (Anm. 391), S.316.
⎝394　BverfGE 140, 317. 
⎝395　BverfGE 140, 317 (343f., Rn.53ff.).




















ZaöRV 76, 2016, S.527の言うように，アイデンティティによるコントロールを通じて初め
て違憲判断を行ったものである。この他の，連邦憲法裁判所のアイデンティティ審査の
例については，Schönberger (Anm. 383), S.42などを参照。
⎝397　M. Nettesheim, JZ 2016, S.424.
⎝398　BverfGE 140, 317 (339, Rn.46). ここでは，権限踰越審査の場合と同様に，連邦憲法裁判
所に留保された審査権限は，抑制的かつ欧州法親和的に行使されるべきことが説かれる。
⎝399　Nettesheim (Anm. 397), S.428は，Solanage 判例の終焉を説くが，これは，基本権分野
における審査の再活性化という意味においてである。他方で，このような活性化が，「基
本法１条１項２文の磨耗」（ebd., S.427）であったり，「人間の尊厳のインフレーション」







（BVerfGE 128, 326 [371]）が，そこでは，同時に EU 法と各国法の優劣関係と国内裁判




























































































⎝409　z.B. W. Rudolf, Völkerrecht und deutsches Recht, 1967, S.174. また，1984年段階で通
説であると明記するものとして，A. Verdross u. B. Simma, Universelles Völkerrecht, 3. 
Aufl., 1984, S. 552, § 865 Anm. 34がある。現在でも通説であるとするものとして，
Streinz (Anm. 189), Rn.66［ただし，Streinz 自身はこの見解に反対］も参照。
⎝410　Siehe Streinz, ebd., Rn.67.

















⎝412　BVerfGE 29, 348 (360).
⎝413　Schweitzer (Anm. 168), Rn.439b は，どちらとも読めると指摘する。
⎝414　Streinz (Anm. 189), Rn.67は，この決定を，直接適用可能性と国内効力を混同する見解
を採用したものとする。
⎝415　BSG, 4 RJ 351/71 vom 29. 3. 1973, RzW 1973, S.320 (Rn.7). 
⎝416　今日においては，一般的見解となっていることを明示するものとして，Rojahn (Anm. 






ラ フ ィ ー と い え る，A. Bleckmann, Begriff und Kriterien der innerstaatlichen 
Anwendbarkeit völkerrechtlicher Verträge, 1970, S.58f.［岩沢雄司『条約の国内適用可能
性』（有斐閣，1985年）でも多く引用されており，影響が窺える］のほか，A. Koller, Die 
Unmittelbare Anwendbarkeit Völkerrechtlicher Verträge und des EWG-Vertrages im 
Innerstaatlichen Bereich, 1971, S.66f.［ただし，スイス法についての言及］，G. Buchs, Die 
unmittelbare Anwendbarkeit völkerrechtlicher Vertragsbetimmungen, 1993, S.30，さら
に教科書・コンメンタールの類では，Verdross u. Simma (Anm. 409), S.552f. § 865，
Kunig (Anm. 342), S.94 Rn.41f.，Rojahn (Anm. 168), Rn.37f.，Streinz (Anm. 189), Rn.67f.，
Geiger (Anm. 162), S.150f. u. 158f.，Tomuschat (Anm. 13), Rn.35，Butzer/Haas (Anm. 189), 
























いるとするものとして，Rudolf (Anm. 409), S.173がある。
⎝420　Geiger (Anm. 162), S.158f..
⎝421　BGHZ 11, 135 (138); 52, 371 (383f.). 前者は，前掲註⎝419のライヒ裁判所判決と同様の理論
構成をとる判決であり，後者は，国内効力について主題化しないまま，RGZ 121, 7 (9) を
引用して，当該事件で問題となった条約規定とベルサイユ条約297条 i とを比較してい
る。前者の判決を，むしろ，直接適用可能性を国内効力の前提としているとするものと
して，Rudolf (Anm. 409), S.173がある。
⎝422　Geiger (Anm. 162), S.158.




⎝424　Schweitzer (Anm. 168), Rn.439b.
⎝425　中川丈久「総括コメント：行政法からみた自由権規約の国内実施」国際人権23号（2012
年）65頁。



























同様の指摘をする Koller (Anm. 418), S.64f. も参照。
⎝430　Bleckmann (Anm. 418), S.66. Siehe auch Kunig (Anm. 342), S.94 Rn.42; Rojahn (Anm. 











国内効力が直接適用可能性の前提とは言えないとするものとして，M. Roš, Die 
























のとして，Rudolf (Anm. 409), S.171f. がある。
⎝434　z.B. BSG, 4 RJ 351/71 vom 29. 3. 1973, RzW 1973, S.320 (Rn.7); BVerwGE 44, 156 (160).
⎝435　Verdross u. Simma (Anm. 409), S.551 § 864. ただし，これもむしろ分離に軸足を置い
た説明を行っている。
⎝436　Buchs (Anm. 418), S.40; Geiger (Anm. 162), S.143; Rojahn (Anm. 168), Rn.41; Streinz 




































































のは，いわゆる個人の国際法主体性の議論であるという。Siehe ebd., S.100 Anm. 100. こ
の点については，個人への国際法主体性付与の問題として切り離す可能性を示唆する，































































⎝453　z.B. Koller (Anm. 418), S.92; Tomuschat (Anm. 13), Rn.35. ドイツにおいても，条約とい
う大きなレベルで直接適用可能性について論じるものがないわけではない。しかし，教







もっとも，Bleckmann, ebd., S.153f. は，体系的解釈という観点から，個別条項のみを検
討していれば良いわけではなく，また，その限度で，条約全体を見渡す必要性について
も言及していることには，注意しておかなければならない。
⎝454　Siehe z.B. Geiger, ebd., S.159; Rojahn (Anm. 168), Rn.37; Streinz, ebd., Rn.68.



















⎝456　zB. BVerfGE 29, 348 (360). ただし，2006年の領事関係条約決定においては，刑事裁判
所によって直接適用可能な程度に明確な規範内容であり，実施法律を必要としないこと
を理由にするもの（BVerfG, 2 BvR 2115/01 vom 19.9.2006, NJW 2007, S.501 Rn. 53）で，
実施法律の有無を，規定のあり方によって判断している点では，親和性があるものの，
「内容，目的，表現」定式そのものへの言及は行われていない。
⎝457　 例えば，G. Boehmer, Der völkerrechtliche Vertrag im deutschen Recht, 1965, S.8 Anm. 
35が，「Zweck」の文言の有無に着目して，主観的基準の要求の有無を判断していること
は，このような捉え方の表れということができよう。
⎝458　この点については，Koller (Anm. 418), S.103の指摘も参照。
⎝459　z.B. Boehmer (Anm. 457), 1965, S.8f.. Boehmer は，ライヒ裁判所時代には，客観的基準
のみが問題となっていた（確かに，ライヒ裁判所時代から「目的 Zweck」が判断基準と
なっていたが，1953年の連邦通常裁判所判決［BGHZ 11, 136 (138)］では，周到にも，「目
的」の語が抜け，内容と表現形式による判断がなされるべきことが論じられていたこと
も指摘する）のに，1955年の連邦通常裁判所判決が「Will」への着目を行い，主観的基
準を付加したと指摘する。もっとも，J.H. Lenz, Die unmittelbare innerstaatliche 
Anwendbarkeit der Europaratskonventionen unter besonderer Berücksichtigung des 
deutschen Rechts, 1971, S.68は，ライヒ裁判所時代から，条約当事国が個人への権利付与
を意図していたかを問題にしており，Boehmer の指摘は，判例の理解としては，妥当で
ないと批判している。ただし，Lenz も結論としては，Boehmer と同様の立場を採用す























例えば，Roš (Anm. 432), S.190がある。
⎝462　この点に関連して，小寺彰『パラダイム国際法』（有斐閣，2004年）60頁も参照。
⎝463　この点については，拙稿・前掲註⑵415-416頁で紹介した D.V. Sloss の議論を参照。ま
た，本文とは逆に，条約当事国が，直接適用を明示的に排除している場合には，国内の




造 を 提 示 す る，P.E. Holzer, Die Ermittlung der innerstaatlichen Anwendbarkeit 
völkerrechtlicher Vertragsbestimmungen, 1998, S.55ff. が参考になる。また，この Holzer
の構成は，拙稿・前掲註⑵414頁以下で紹介した，D. Sloss の見解とも重なる。さらに，
あくまで直接適用可能性の国際法上の問題と整理しつつも，国際法上，一定の義務が存

































⎝466　Bleckmann (Anm. 418), S.159; Roš (Anm. 432), S.190; Lenz (Anm. 459), S.82.


























⎝469　Ebd., S.155. Siehe auch Buchs (Anm. 418), S.46f.






とする，Buchs (Anm. 418), S.55を参照。





























































⎝480　Ebd., S.183, 194ff. u. 233.
⎝481　さしあたり，拙稿・前掲註⑵422頁を参照。




























Völkerrecht und landsrecht, 1899, S.23 u. 116f. Siehe auch Bleckmann, ebd., S.233.
⎝484　Bleckmann, ebd., S.233.
⎝485　ここでは，Triepel が国際法親和性原則により，国内立法者の意思が推定されると考え
ていると指摘する。Siehe Bleckmann, ebd., S.233f..
⎝486　Triepal (Anm. 483), S.400f..





























ているものとして，Buchs (Anm. 418), S.76がある。
⎝495　Bleckmann, ebd., S.287ff.. ここでは，ドイツ語で言えば個人への権利・義務の付与に
「sollen」が用いられるにとどまっていること，英語で言えば，shall ではなく should が
用いられているといった助動詞の相違や，未来時制が用いられているかといった問題が
扱われている。


































































て，Buchs, ebd, S.108f. がある。
⎝503　Bleckmann (Anm. 418), S.304f..
⎝504　直接適用可能性を司法の場における問題と考え，司法判断適合性（Justiziabilität）の
問題に限定している点で，支持できないところはあるが，基本的な整理として，同趣旨



















⎝505　Siehe Bleckmann (Anm. 418), S.155 u. 233.
⎝506　Ebd., S.233 u. 237f..
⎝507　Siehe ebd., S.262. 国内立法者の明確な反対の意思表明がない限りで，客観的な基準が
決定的なものとなるという点を強調する，Koller (Anm. 418), S.107も合わせて参照。
⎝508　さしあたり，拙稿・前掲註⑵400頁以下を参照。
⎝509　Tomuschat (Anm. 13), Rn.35.
⎝510　国際法親和性原則を考慮するとしても，憲法が定める組織法的枠組を超えることは許
されず，客観的基準に注目する必要性を強調するものとして，Buchs (Anm. 418), S.50f. が
ある。また，条約の内容決定への国内立法者の関与が限定されるため，客観的基準につ




自 動 執 行 性 の 基 準 設 定 を 行 う 可 能 性 を 指 摘 す る K. Vogel, Gesetzesvorbehalt, 


























































⎝514　 Siehe z.B. A. Peters, Rechtsordnungen und Konstitutionalisierung: Zur Neubestimmung 
der Verhä l tn i s se , ZÖR Bd .65, 2010, S .3f f . ; A . Voßkuh l e , Der europä i s che 
Verfassungsreichtsverbund, NVwZ 2010, S.1ff [Voßkuhle(NVwz)]; ders, Pyramide oder 
Mobile? – Menschenrechtsschutz durch die europäischen Verfassungsgericht, EuGRZ 
2014, S.165ff. [Voßkuhle(EuGRZ)]; L. Viellechner, Berücksichtigungspflicht als 
Kollisionsregel, EuGRZ 2011, S.203ff.. See also, A. Von Bogdandy, Pluralism, Direct 
Effect, and the Ultimate Say: On Relationship between International and Domestice 
Constitutional Law, 6 Int’l J. Const. L. 397, 400-401 (2008). 
⎝515　Siehe u.a. Peters, ebd., S.41.





























⎝517　欧州人権裁判所の判事を務めた R. Jaeger は，The Econimist 誌の取材に対して， 欧州
司法裁判所，欧州人権裁判所そしてドイツ連邦憲法裁判所の関係について，アメリカの
芸術家 Alexandr Calder の表現を参考に，ピラミッドよりもむしろ，モビールと捉える
べきではないかと示唆しており（Judgment Days, The Economist (Asia Pacific ed.), 
March 28, 2009, at 49. Siehe auch C. Hohmann-Dennhardt, P. Masuch u. M. Villiger 
(Hrsg.), FS Renate Jager, 2011, S.63），Voßkuhle(EuGRZ), ebd., S.167も彼女と同様，EU
法秩序，欧州人権法秩序，ドイツ国内憲法秩序における基本権保障の関係について，モ
ビールと捉えるべきだと回答している。See also, von Bogdandy, supra note 514, at 397 
& 413.
⎝518　Viellechner (Anm. 514), u.a. S.206.
⎝519　Siehe Voßkuhle(NVwz) (Anm. 514), S.3ff.; Peters (Anm. 514), S.59. さらに，Viellechner, 
ebd., S.206f. も抵触法規則として再構成された，国際法親和性原則，あるいは，国際法・
国際判例の考慮義務が調整ルールとして機能すると考えていると見ることができよう。
⎝520　Siehe u.a. Peters (Anm. 514), S.57.


























































とも一部では意識されている（see, e.g. R. Crootop, Judicious Influence: Non-Self-





























































　続いて，国際法適合的解釈ないし Charming Betsy Canon と国際法親和的
解釈について検討しておこう。この点，Charming Betsy Canon は，国際人
権法以外の国際条約を主たる対象としており，憲法の人権規定の解釈にあた
⎝537　 Siehe Payandeh (Anm. 10), S.493; Knop (Anm. 11), S.225ff.; Tomuschat (Anm. 13), Rn.32; 
Proelß (Anm. 245), S.188.
⎝538　Siehe z.B. Proelß, ebd., S.180 u. 189.
⎝539　さしあたり，１.５.５.２. ⑷及び１.５.４. を参照。
⎝540　Sanchez-Llamas, 548 U.S. at 356-357.





























































































































⎝558　「Aritcle XC. This Constitution and the laws and treaties made in pursuance hereof 
shall be the supreme law of the nation, and no public law or ordinance and no imperial 
rescript or other governmental act, or part thereof, contrary to provisions hereof shall 


















































































































































































































































































































































































条文を十分に持たない中で，権力分立を足がかりに Charming Betsy Canon
などの調整枠組を創出しているアメリカ合衆国の議論（605）を参照すれば，この
問題はクリアできるように思われる。
　また，アメリカ法においては，憲法規定について，国際法を考慮した解釈
を行うことについての議論が，十分に詰められていないところもある。ただ
し，この点については，我が国において，佐藤幸治や齊藤正彰がいうような，
憲法11条を介した考慮の正当化論（606）を，本稿にいう，憲法側の「窓口」の確
定作業として評価することができよう。
　98条２項の解釈論に関連して最後に留意しておかなければならないのが，
条約だけではなく，条約に並ぶもう一つの国際法法源である慣習国際法の位
置付けである。多くの場合，特段深い考察のないまま，慣習国際法が98条２
項にいう「確立された国際法規」と一致するように扱われている（607）。しか
し，これは妥当なのであろうか。とりわけ，確立した国際法規について，憲
法にも勝る効力を有すると解する場合（608），ここで，一つの問題が生じる。つ
⎝605　もっとも，自動執行性ないし直接適用可能性の議論については，むしろドイツの方が
精緻な議論が展開されており，それが基本的に妥当であるということについては，すで
に触れた。
⎝606　拙稿・前掲註⑴896-895頁及びそこに引用の諸文献を参照。
⎝607　例えば，樋口陽一ほか編『註解法律学全集４ 憲法 IV』（青林書院，2004年）342頁（佐
藤幸治執筆担当）。
⎝608　前述の通り（前掲註⎝581参照），政府見解（降伏文書なども合わせて憲法に優位するとす
る）もこの立場であると解される。また，「確立された国際法規」への憲法の拘束を認め
る学説として，小嶋和司『憲法概説』（信山社，2004年）などがある。また，佐藤幸治
『日本国憲法論』89-90頁では，諸説の並記に止める佐藤幸治も，佐藤幸治『憲法 （第３
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まり，国際法平面においては，特別法は一般法を破るという原則に即して，
特別国際法である条約は，一般国際法である慣習国際法を排除することにな
る（609）。もちろん，これは，抵触関係の処理に関するものであり，上下の序列
問題ではない。しかし，国内法平面においては慣習法が優位し，国際法平面
においては条約が優位するというのはどう処理されることになるのか。この
問題は，法律に優位することが憲法上明記された，国際法の一般的諸原則を
慣習国際法と解するのが一般的であり（610），かつ，条約はその国内法への取り
込みの形式にしたがって，法律と同位と解されるのが一般的なドイツ（611）にお
いては，顕著な問題となろう。憲法であるとか，法律に優位するのは，慣習
国際法の中でも，国際法上の強行規範（jus cogens）に該当するものなどに限
定されるとする可能性があるように思われる（612）。また，「条約」の国法秩序
における序列を考える際に，知ってか知らずか，議会による承認の対象とな
版）』（青林書院，1995年）32頁［佐藤（日本国憲法論）］では，「『確立された国際法規』
（国際社会で一般に承認・実行されている慣習国際法）を成文化した条約や，あるいは
領土や降伏などに関する条約は憲法に優位すると見るべきであろう」とこの見解を自説
として明記していた。
　　これに対して，芦部信喜『憲法学Ⅰ』（有斐閣，1992年）96-97頁註⒀は，降伏文書等
が憲法に優位することを認めつつ，一般的な国際法と憲法の国法秩序における序列問題
とは別次元の理由に基づくものであるとする。
⎝609　同様の指摘をするものとして，芦部・同上95頁があり，これを理由として，「確立され
た国際法規」の憲法優位について否定的見解を採る。
⎝610　さしあたり，前掲註⎝151及び対応する本文を参照。
⎝611　さしあたり，前掲註⎝198及び対応する本文を参照。
⎝612　もっとも，なぜ国際法上の強行規範に該当すれば，各国の国法秩序において憲法に優
先することになるのか，また，そういった一般的ルールを措定するのではなくとも，各
国個別の国法秩序の中でどうして憲法に優位することになるのか根拠づけが必要となる
ことはもちろんである。この点については，ドイツの文脈における指摘ではあるが，前
掲註⎝340ないし⎝342及び対応する本文の記述を参照。また，連邦憲法裁判所が基本法１条２
項にいう「不可侵不可譲な人権」を国際法上の強行規範と考えているのではないかとい
う指摘について，前掲註⎝303も参照。
　　なお，樋口ほか・前掲註⎝607342頁では，「確立された国際法規」を慣習国際法と捉える
佐藤幸治も，佐藤（日本国憲法論）・前掲註⎝60889-90頁は，それが憲法に優位するという
場合には，その範囲に限定をかける必要性があることを指摘し，「例えば，世界人類が等
しく遵守すべき普遍的原理を内容とする法規」については優位性を認めることに妥当性
があるとしており，この問題に自覚的であると見ることは可能である。
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る，一部の「条約」に限定している傾向も指摘できる（613）。いわゆる行政協定
も国際法上は（広義の）条約に位置付けられるのであり，国会承認条約に限
定して条約を考えるのは，十分に議論を尽くせていないということにはなら
ないだろうか（614）。近時，実質的な内容面に着目して，条約の序列問題を柔軟
に処理しようという見解（615）が有力化しているが，「柔軟な調整」を行うにあ
たっては，実質面だけではなく，形式面も重要な考慮要素となることを意識
する必要がある。
おわりに
　「はじめに」において，予告したように，本稿においては，主としてドイ
ツ連邦共和国基本法における国際法親和性原則について，検討・紹介を行っ
てきた。それに引き続いて，従来検討してきたアメリカにおける議論との対
比を経て，これも「はじめに」で紹介したように，前稿において最終的な検
討課題として据えられた，日本国憲法98条２項の解釈論の再検討も，若干こ
れを行った。
　以上のような検討を経て，98条２項に規定されるという国際協調主義とい
うものが，他の憲法規定を含めた丁寧な内容決定を要するものであること，
これのみを，憲法は当然ながら，法律に対する，条約やその他の国際法の優
位を基礎付ける根拠とはできないのではないかということが，一応の結論と
して得られた。こうして，多元的な法体系の交錯の中で，柔軟かつプラグマ
ティックな外来法秩序との調整の理論こそが求められることになる。また，
⎝613　齊藤・前掲註⑷255頁の指摘を参照。
⎝614　この点についても，齊藤・同上を参照。なお，国内への取り込み方法という形式面に
注目するのであれば，行政協定は，法律に劣位するということになろうが，国際法平面
においては，強行規範を除いて国際法相互は同位であるとされていることとの調整が必
要になってくる。
⎝615　例えば，齊藤・前掲註⑷47頁以下・251頁以下。もっとも，前註からもわかるように，
齊藤も，条約の形式的種類分けの考慮の必要性についても十分認識している。
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本稿でもすでに触れたように，その調整を行うのが誰であるのかという問題
も存在する。本稿では，思考の基本的な枠組みを示したにすぎず，以上のよ
うな問題について，具体的な手法等について踏み込んだ検討ができていない。
その意味で画竜点睛を欠くところではあるが，一応の目標を達成できたこと
をもって，ひとまずは擱筆することにしたい。
［付記］
　本稿は，JSPS 科研費（若手研究Ｂ）「グローバル化時代における国内裁判所と民主政」
（課題番号26780020・研究代表者山田哲史）及び，JSPS 科研費（基盤研究Ｃ）「憲法適合
的解釈の国際比較 ―『日本型違憲審査制』の構築に向けて ―」（課題番号26380033・
研究代表者土井真一）の交付を受けて行った研究の成果の一部である。
